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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第３四半期連結
累計期間

第48期
第３四半期連結

累計期間
第47期

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成28年
　６月30日

自平成28年
　10月１日
至平成29年
　６月30日

自平成27年
　10月１日
至平成28年
　９月30日

売上高 （百万円) 66,845 67,646 86,904

経常利益 （百万円) 5,531 4,603 5,877

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（百万円) 3,274 2,816 3,425

四半期包括利益又は包括利益 （百万円) 3,426 3,951 3,822

純資産額 （百万円) 46,563 48,936 46,910

総資産額 （百万円) 70,093 72,352 71,777

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円) 199.40 172.46 208.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円) － － －

自己資本比率 （％) 58.0 58.8 56.9

 

回次
第47期

第３四半期連結
会計期間

第48期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成28年
４月１日

至平成28年
６月30日

自平成29年
４月１日

至平成29年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円) 62.61 38.69

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第２四半期連結会計期間より役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託を導入しております。当該信託が

所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、

１株当たり四半期純利益金額の算定にあたっては、当該株式数を控除対象の自己株式に含めて算定しており

ます。

 

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社三菱総合研究所(E23492)

四半期報告書

 3/18



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間（平成28年10月１日～平成29年６月30日）のわが国経済は、緩やかな回復が継続しまし

た。消費は、雇用・所得環境の改善などを背景に回復基調をたどりました。設備投資は、生産の持ち直しや企業収益

の改善、IT投資の拡大を背景に底堅い推移が続いています。輸出は、世界的なITサイクルの改善から中国などアジア

向けを中心に増加しました。

　海外経済は、総じて持ち直しの基調が続きました。新興国では、中国経済の成長率が底堅く推移しているほか、他

の新興国も緩やかに回復しています。米国経済は、良好な雇用環境や消費者マインドの改善を背景に、底堅い消費が

続いています。欧州経済は、雇用環境の改善や企業マインドの復調を背景に、緩やかに回復しました。

　このような環境の下、当社グループは品質と顧客満足度を最優先しつつ、シンクタンクとして培った科学的手法や

先端的な科学技術の知見を活かした事業展開を進めました。製造業に加え、流通・サービス等でも、製品・サービス

の競争力強化に向けた投資が堅調に推移するなか、AI（人工知能）やIoT*、クラウドを活用したコンサルティング、

ITサービスに対する活用ニーズがますます高まっています。当社グループは、先端技術とのその活用シーンへの深い

理解に基づいて、製造現場や経営の革新を支援するサービスを展開しました。

　また、公共・公益分野及び社会インフラ分野においても、大規模な構造変容過程にある経済社会のニーズに対応し

た事業開発を進め、電力システム改革や医療介護保険改革等の政策革新を踏まえたエネルギー分野、ヘルスケア・

ウェルネス分野、運輸・交通分野の事業開発及び金融機関やクレジットカード会社のシステム開発に取り組みまし

た。

　こうした結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は67,646百万円（前年同期比

1.2％増）、営業利益は4,158百万円（同19.3％減）、経常利益は4,603百万円（同16.8％減）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は2,816百万円（同14.0％減）となりました。

 

　* Internet of Things : モノのインターネット化、製品・工程等がインターネットに接続された状態、および

　　　　　　　　　　　　 そうした状態から得られるデジタル情報データを収集・分析・活用すること

 

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

（シンクタンク・コンサルティングサ－ビス）

　当第３四半期連結累計期間は、官公庁向けで健康データ活用や医療機器開発支援、地方観光促進・地域産業立地、

低炭素社会実現などの調査案件、民間向けで金融機関向けのリスク管理・マーケティングデータ解析案件などが売上

に貢献したものの、一般民間企業向けのICTコンサルティング案件の減少をカバーできず、売上高（外部売上高）は

26,799百万円（同3.4％減）となりました。経常利益は、官公庁向けの実証事業にかかる原価の増加に加え、営業体

制強化等に伴う販管費の増加により、1,949百万円（同39.3％減）となりました。

 

（ITサービス）

　当第３四半期連結累計期間は、金融機関向けの信用データ分析・リスク計測案件やクレジットカード会社のシステ

ム統合案件、電力会社の料金計算システム開発案件などが売上に貢献し、売上高（外部売上高）は40,846百万円（同

4.5％増）、経常利益は2,563百万円（同13.5％増）となりました。
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（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて575百万円増加し、72,352百万円（前年度末

比0.8％増）となりました。内訳としては、流動資産が44,347百万円（同0.6％増）、固定資産が28,004百万円（同

1.1％増）となりました。流動資産の主な増加要因は、売掛金が5,302百万円減少する一方、現金及び預金が1,013百

万円、短期資金運用のための有価証券が3,499百万円それぞれ増加しております。

　負債は、未払法人税等が1,461百万円、賞与引当金が1,583百万円それぞれ減少したことにより、前連結会計年度末

と比べて1,450百万円減少し、23,415百万円（同5.8％減）となりました。

　純資産は、業績連動型株式報酬制度を導入したことにより自己株式が578百万円増加（純資産は減少）したもの

の、利益剰余金が1,666百万円、その他有価証券評価差額金が622百万円それぞれ増加したことにより、前連結会計年

度末と比べて2,026百万円増加し、48,936百万円（同4.3％増）となりました。

 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費は567百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間におい

て、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月２日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,424,080 16,424,080
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数100株

計 16,424,080 16,424,080 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 16,424,080 － 6,336 － 4,851
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,421,500 164,215 －

単元未満株式 普通株式　　　 2,380 － －

発行済株式総数 16,424,080 － －

総株主の議決権 － 164,215 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬BIP信託にかかる信託口が保有する当社株式

177,900株（議決権1,779個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式12株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社三菱総合研究所
東京都千代田区永田町

二丁目10番３号
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

（注）１．上記の自己保有株式及び自己保有の単元未満株式のほか、役員報酬BIP信託にかかる信託口が保有する当社株

式177,900株を連結財務諸表上、自己株式として処理しております。

２．当第３四半期会計期間末日現在における自己株式数は、単元未満株式の買取りにより取得した株式44株を含め

て256株となっております。

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,548 15,561

売掛金 13,998 8,696

有価証券 6,999 10,499

たな卸資産 5,395 5,906

繰延税金資産 1,608 1,618

その他 1,538 2,069

貸倒引当金 △12 △5

流動資産合計 44,075 44,347

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,392 6,226

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 1,470 1,564

土地 720 720

リース資産（純額） 925 759

建設仮勘定 125 101

有形固定資産合計 9,635 9,373

無形固定資産   

ソフトウエア 5,008 4,417

その他 467 558

無形固定資産合計 5,475 4,976

投資その他の資産   

その他 12,641 13,659

貸倒引当金 △50 △4

投資その他の資産合計 12,590 13,655

固定資産合計 27,701 28,004

資産合計 71,777 72,352
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,584 3,248

未払金 1,059 1,346

未払費用 1,150 978

未払法人税等 1,910 448

賞与引当金 3,484 1,900

受注損失引当金 54 39

その他 2,529 4,212

流動負債合計 13,772 12,175

固定負債   

退職給付に係る負債 10,485 10,656

株式報酬引当金 － 73

その他 608 509

固定負債合計 11,093 11,239

負債合計 24,866 23,415

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,336 6,336

資本剰余金 4,859 4,774

利益剰余金 28,690 30,357

自己株式 △0 △579

株主資本合計 39,885 40,889

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,416 2,039

繰延ヘッジ損益 △1 △2

為替換算調整勘定 6 14

退職給付に係る調整累計額 △436 △388

その他の包括利益累計額合計 984 1,663

非支配株主持分 6,040 6,384

純資産合計 46,910 48,936

負債純資産合計 71,777 72,352
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 66,845 67,646

売上原価 51,577 52,789

売上総利益 15,268 14,857

販売費及び一般管理費 10,117 10,699

営業利益 5,151 4,158

営業外収益   

受取利息 3 0

受取配当金 105 118

持分法による投資利益 223 255

その他 59 78

営業外収益合計 392 453

営業外費用   

支払利息 7 7

その他 4 0

営業外費用合計 12 7

経常利益 5,531 4,603

特別利益   

投資有価証券売却益 141 46

特別利益合計 141 46

特別損失   

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 21 13

投資有価証券売却損 0 2

早期割増退職金 9 －

事務所移転費用 － 6

その他 2 3

特別損失合計 34 25

税金等調整前四半期純利益 5,638 4,624

法人税等 2,067 1,447

四半期純利益 3,570 3,176

非支配株主に帰属する四半期純利益 295 360

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,274 2,816
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 3,570 3,176

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △104 719

繰延ヘッジ損益 3 △0

為替換算調整勘定 △18 6

退職給付に係る調整額 △1 47

持分法適用会社に対する持分相当額 △23 1

その他の包括利益合計 △144 774

四半期包括利益 3,426 3,951

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,159 3,495

非支配株主に係る四半期包括利益 267 455
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用の計算については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（取締役、執行役員及び研究理事に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、平成28年12月19日開催の第47回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役、非業務執行取締役

及び国外居住者を除く。）並びに委任契約を締結している執行役員及び研究理事（国外居住者を除く。以下、取締

役と併せて「取締役等」という。）を対象として、業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入

することを決議いたしました。本制度は、当社グループの中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を

高めることを目的としたものであり、当社グループ業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬制

度であります。

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

 

（１）取引の概要

本制度は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、「BIP信託」という。）と称される仕組みを採用

いたしました。当社は、取締役等の退任後（当該取締役等が死亡した場合は死亡時。）に、BIP信託により取得し

た当社株式及び当社株式の換価処分金相当の金銭を業績目標の達成度等に応じて交付又は給付いたします。

 

（２）信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額は578百万円、株式

数は177,900株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

 債務保証

次の保証先について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
 （平成28年９月30日）

 
 

当第３四半期連結会計期間
 （平成29年６月30日）

従業員（住宅資金等借入債務） 7百万円  従業員（住宅資金等借入債務） 6百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年10月１日
至 平成28年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年10月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 2,151百万円 2,397百万円

のれんの償却額 55 22

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月17日

定時株主総会
普通株式 492 30.0 平成27年９月30日 平成27年12月18日 利益剰余金

平成28年４月27日

取締役会
普通株式 492 30.0 平成28年３月31日 平成28年６月７日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月19日

定時株主総会
普通株式 574 35.0 平成28年９月30日 平成28年12月20日 利益剰余金

平成29年４月27日

取締役会
普通株式 574 35.0 平成29年３月31日 平成29年６月６日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
シンクタンク・コ
ンサルティング
サービス

ITサービス

売上高      

外部顧客への売上高 27,748 39,097 66,845 － 66,845

セグメント間の内部売上高
又は振替高

97 1,235 1,332 △1,332 －

計 27,845 40,332 68,178 △1,332 66,845

セグメント利益 3,211 2,259 5,470 60 5,531

（注）１．セグメント利益の調整額60百万円には、セグメント間取引消去22百万円、たな卸資産の調整額△2

百万円及び固定資産の調整額39百万円が含まれております。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
シンクタンク・コ
ンサルティング
サービス

ITサービス

売上高      

外部顧客への売上高 26,799 40,846 67,646 － 67,646

セグメント間の内部売上高
又は振替高

108 594 702 △702 －

計 26,908 41,441 68,349 △702 67,646

セグメント利益 1,949 2,563 4,512 90 4,603

（注）１．セグメント利益の調整額90百万円には、セグメント間取引消去29百万円、たな卸資産の調整額2百

万円及び固定資産の調整額58百万円が含まれております。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成28年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成29年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 199円40銭 172円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
3,274 2,816

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
3,274 2,816

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,423 16,330

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬BIP信託が所有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。なお、役員報酬BIP信託が所有する当社株式の期中平均株式数は当

第３四半期連結累計期間において93,174株です（前第３四半期連結累計期間は該当ありません）。

 

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

（剰余金の配当）

平成29年４月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　１．中間配当による配当金の総額　　　　　　　574百万円

　２．１株当たり金額　　　　　　　　　　　　　 35円

　３．支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成29年６月６日

（注）平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月１日

 

株式会社三菱総合研究所
 

取締役会　御中

 

 有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 茂木　浩之　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 峯　　　敬　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三菱

総合研究所の平成２８年１０月１日から平成２９年９月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２９

年４月１日から平成２９年６月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年１０月１日から平成２９年６月３

０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三菱総合研究所及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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